
継続する地域旅客運送サービスについて 

 

１ 経緯 

  令和３年１１月２２日開催の地域公共交通会議において、両備ホールディングス株式会社が

運行中の玉島地区のバス路線の一部について、地域旅客運送サービス継続事業を活用して移動

手段の確保を図っていくとの方針が決定しました。 

  今後は、地域旅客運送サービス継続事業の実施フローに従い、移動手段の確保のために適切

な選択肢（路線の起点・終点・経由地、運行形態、運行回数・時間など）の候補を比較検討した

上で実施方針を策定し、継続事業者を公募により決定する必要があります。 

 

２ 対象路線 

（１） 玉島中央町線 
 

運行系統名 起点 主な経由地 終点 キロ程 

駅線 新倉敷駅 七島 玉島中央町 2.7km 
 

（２） 新倉敷住友重機械線 
 

運行系統名 起点 主な経由地 終点 キロ程 

住友東 新倉敷駅 堀貫・ｸﾗﾚ入口 住友重機西門 5.3km 

坂田町 新倉敷駅 堀貫・ｸﾗﾚ入口 坂田町 4.6km 
 

（３） ハーバーアイランド線 
 

運行系統名 起点 主な経由地 終点 キロ程 

ﾊｰﾊﾞｰｱｲﾗﾝﾄﾞ 新倉敷駅 ｸﾗﾚ入口 ﾊｰﾊﾞｰｱｲﾗﾝﾄﾞ 3 工区 9.6km 

ｸﾗﾚ正門ﾊｰﾊﾞｰ 3 新倉敷駅 ｸﾗﾚ正門前（新道） ﾊｰﾊﾞｰｱｲﾗﾝﾄﾞ 3 工区 9.8km 

ｸﾗﾚ入口ﾊｰﾊﾞｰ 3 新倉敷駅 ｸﾗﾚ入口（新道） ﾊｰﾊﾞｰｱｲﾗﾝﾄﾞ 3 工区 9.4km 
 

（４）作陽学園・中国能開大線 
 

運行系統名 起点 主な経由地 終点 キロ程 

中国能開大 新倉敷駅北口 作陽大学正門 中国能開大 2.2km 

 

３ 現行の運行回数 
 

路線名 運行系統名 
運行回数（回） 

平日 土曜 日祝 

玉島中央町線 駅線 5 3.5 3 

新倉敷住友重機械線 
住友東 2 2 1 

坂田町 4 2 4 

ハーバーアイランド線 

ハーバーアイランド 1 0.5 0 

クラレ正門ハーバー３ 1 0 0 

クラレ入口ハーバー３ 0 0.5 0 

作陽学園・中国能開大線 中国能開大 6 (4) 0 0 

     ※運行回数は，1便（片道）を 0.5 回として算出 
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計画策定

【補助対象事業者】 地域公共交通活性化再生法に基づく法

定協議会

【補助対象経費】地域旅客運送サービス継続実施計画策定に

必要な経費 （協議会開催等事務費、データ

収集、短期間の実証調査等）

【補助率】 １／２ （上限500万円）

サービス継続の例

背景・目的

○ 生活交通を担う路線バスが廃止される場合、現行法（6ヶ月前までの事前届出）ではサービスの維持について、十分な検討や

調整ができず、サービスの廃止や代替となるコミュニティバス等導入による市町村等への負担となっている。

○ そこで、廃止を検討する乗合バス事業者の申し出等を受け、関係者がサービス継続のあり方を協議し、公募により代替となる

サービスへの転換を図る「地域旅客運送サービス継続事業」について、改正地域公共交通活性化再生法において創設したと
ころであり、同事業の活用によるサービスの継続・効率化を支援。

地域旅客運送サービス継続事業に係る補助制度の創設について 【新設】

地域旅客運送サービス
継続実施計画 大臣認定

サービス継続事業に係る運行費補助

【補助対象事業者】 地域公共交通活性化再生法に基づく法定

協議会

【補助対象経費】認定された地域旅客運送サービス継続実施計

画に基づく事業の総収支差

【補助率】 １／２
※タクシー（運賃低廉化）については、市町村からの負担額を補助対象経費とし、100万

円を上限として補助。

※サービス継続事業の認定を受けた系統については、フィーダー系統に係る運
行費補助の要件を一部緩和。

多様な選択肢を

検討・協議

乗合バス事業者

の申出等
実施方針・公募

（実施方針に定めるメニュー例）

市町村

デマンド交通（タクシー車両による乗合

運送（区域運行））による継続

福祉輸送、スクールバス、病院や商業施設

等への送迎サービス等の積極的活用

コミュニティバスによる継続

タクシー（乗用事業）による継続

乗合バス事業者など他の交通事業者による

継続（縮小・変更含む）

自家用有償旅客運送による継続

①

②

③

④

⑤

⑥

1

資料５

20390
テキスト ボックス





「地域旅客運送サービス継続実施計画」の作成・認定
（関係者で合意の上、計画を作成し、
国土交通大臣の認定を受ける）

乗合バス事業者等 地方公共団体（法定協議会）

関係者との協議
（移動手段の確保のために適切な選択肢の候補を比較検討）

「地域公共交通計画」の変更（※1）
（「地域旅客運送サービス継続事業」を位置づけ）

応募（※2）

「地域公共交通計画」の作成

応募されたサービス内容等を総合評価し、
継続事業者を決定

利用者減や運転者不足のため
運行継続が困難な状況に直面

路線バス等を運行

法定協議会等において、継続が困難又は困難となるおそれがあるとの共通認識を明確化

地域旅客運送サービス継続事業の実施フロー （路線バス等の維持が困難である場合のイメージ）

法律上の特例措置（事業許可・事業計画変更認可等
のみなし特例、廃止届出を不要とする特例）
運行費等に対する予算等の支援

実施方針の策定・公募
・移動手段の選択肢の範囲や地方公共団体による支
援額等の条件等を決定
・実施方針に基づき、提供できるサービス内容等につ
いて公募

想定ケース
既に地域公共交通計画が作成
されている
既存事業者による路線休廃止
予定時期の１年前（少なくとも
道路運送法上の事前廃止届
出が必要な６か月よりも前を想
定）に認識を共有

※１ 地域公共交通計画の変更手続と実施方針の策定・
公募手続については、同時並行で進めることも可能。

To do
協議会等の開催（既存事業者
含め継続方法を協議）
地域公共交通計画変更案の作
成、計画変更後の国への送付

To do
実施方針の策定、企画提案書
様式等の必要書類の作成
公募内容に関する質問受付

To do
継続実施計画の作成
関係者の同意・意見聴取手続
国による計画認定

期間の
目安

※2 新たに運行を行う乗合バス事業者等（乗合バス事業者、
タクシー事業者、自家用有償旅客運送者等）だけでなく、
現在運行を行っている事業者の応募も可能。

自治体等の支援を受けて(新たに)運行を継続

事前の
取組

１～２
ヶ月

２～３
ヶ月

２～３
ヶ月
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